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アメリカにおける連邦裁判所の「歓迎されない責務」と選挙区の区分を改正する州の立法者の権限（青木）

Ⅰ　はじめに

　裁判においてある法律の違憲性が認めら
れた場合、その法律が国民の自由を制限す
る内容のものであれば、これを無効とし適
用しないという形で原告の救済が図られ
る。しかし、選挙の手続を規定する法律の
ように、国民が憲法上の人権を行使するた
めに必要な内容の法律が存在しないという
場合に、その存在しないことの違憲性が認
められたときには、そのような形での救済

は不可能である。このような場合には、存
在するべき法律を新たに制定するか、これ
に代わる措置を新たに講ずる等の形で解決
を図らなければならない。
　しかし、必要な法律を新たに制定するに
しても、その制定を誰がどのように行うの
かということは別途問題となる。裁判所に
問題の解決が求められていることから、裁
判所が法律に代わる措置を講じるという解
決方法も考えられるが、法律の制定は立法
機関の権限に属するものであるから、この
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ような解決方法には三権分立の原則に抵触
するおそれがある。一方、法律の制定を立
法機関に委ねるという解決方法も考えられ
るが、違憲状態が作り出されたそもそもの
原因は立法機関がそれまで必要な法律を制
定していなかったことにあるのであるか
ら、その立法機関に解決を全面的に委ねる
ということにも問題がある。裁判所が立法
機関に対して必要な立法を命令するという
方法も考えられるが、その場合であって
も、そもそもそのような命令は可能なの
か、立法機関はどの程度まで裁判所の判断
を尊重しなければならないのか、命令した
立法が行われない場合裁判所はどのような
措置を採ることができるのか等の問題が生
じる。このことは、必要な法律が制定され
ていない場合だけでなく、制定はされたが
その内容が憲法に違反しており、これを修
正する必要がある場合にも妥当する。
　以上のことは、日本においては立法不作
為違憲訴訟に関わる問題として知られてい
ることであるが、この立法不作為という用
語を用いていない国においても、同様の問
題は起こりえることである。そして、それ
をどのように解決するかは、当然のことな
がら、国によって、また、問題の性質に

よって、異なるものとなる。
　例えば、アメリカに関しては、立法不作
為違憲訴訟という概念はあまり論じられて
いない１。しかし、そのアメリカにおいて
も、選挙区の区分に関する規定が裁判にお
いて争われる場合、上述のような問題が生
じることになる。
　アメリカにおいては、連邦憲法の規定に
より、１０年以内の間隔（実際には１０年の間
隔）で人口調査が行われ、これに応じて各
州に連邦下院の議席が割り当てられる。そ
の結果、議席数に変動があれば、各州は、
州内における選挙区の区分規定を改正しな
ければならない。だが、この責務が常に果
たされるとは限らず、改正案が州議会を通
過しない等の理由で改正そのものができな
い場合もあれば、改正の内容が憲法に違反
する場合もある。
　このような場合、次に行われる選挙のため
に新たな区分規定の制定が必要になるとこ
ろ、その制定の責務は、連邦地裁に委ねられ
ることがある２。このことを、判例は、「歓迎
されない責務」（’ unwelcome obligations’）と
呼んでいる。
　この「歓迎されない責務」に関しては多
数の判例があり、そこでは、裁判所はどの

１００

筑波法政第５１号（２０１１）

１ もっとも、連邦裁判所の判例上、立法不作為にあたるlegislative nonfeasanceの用語が全く用いられ
ていなかったわけではない。
 例えば、連邦地裁イリノイ北地区の判決であるSherman H. Skolnick v. State Electoral Board of Illi-
nois, ３３６ F. Supp. ８３９（１９７１）において、Campbell判事は反対意見の中で、イリノイ州における一連
の事件に関する州最高裁判決（The People ex rel. Scott v. Kerner, ３２ Ill ２d ３９（１９６５）; ３３ Ill ２d ４６０
（１９６５））を引用し、「これらの判決では、『区分決定の問題は立法にとくに委ねられた責務であるか
ら、この意見（イリノイ州最高裁の判決に述べられた意見：引用者注）』において述べられている区分
規定は、立法不作為がある場合にのみその履行が要求され、また、それゆえに、事実上、暫定的なも
のにとどまる」。「司法による暫定的な区分規定は、それゆえに、立法不作為の継続を原因として、
１９６６年及び１９６８に行われる下院議員選挙においては、司法による暫定的な区分規定が効力を有する」
（３３６ F. Supp. at ８５４-８５５）と述べている。
 また、同じく連邦地裁イリノイ北地区の判決であるKing v. Stare Board of Elections, ９７９ F. Supp. 
５８２（１９９６）は、裁判所が区分規定を制定した場合、その規定の憲法適合性は立法者が制定した場合
と同じ基準によって審査されるべきであるとした上で、「本件のように、立法不作為により、立法者
に特有の責務を裁判所が果たさなければならなくなった場合には、裁判所の高潔さを保つために、同
等の審査基準の適用が必要になる」（９７９ F. Supp. at ６０３）と述べている。
２ 尚、後述するように、州裁判所が区分規定を制定することもある。
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ような範囲において区分決定を行えるか、
裁判所が制定する区分規定にはどのような
制限が課されるかなど、様々な点が議論さ
れている。本稿では、このような多岐にわ
たる論点のうち、裁判所が命じた区分規定
を州の立法者は変更することができるのか
否かという点について、連邦最高裁の判例
である League of United Latin American 
Citizens v. Perry, ５４８ U.S. ３９９（２００６） ３を素
材として検討する。

Ⅱ　League of United Latin 
American Citizens v. Perry

Ⅱ-１　事案
　本件は、テキサス州における連邦議会下
院議員選挙に関する区分規定について、そ
の無効性が争われた事案である。上訴人
（原告）は、区分規定が憲法違反の政治的
ゲリマンダーであること等を理由に、その
無効性を主張した。
　本件で訴えの対象となった区分規定は
２００３年に制定されたものであるが、事件の
発端は、本件の法廷意見の認定によれば、
１９９０年にさかのぼる。
　同年の人口調査の結果、テキサス州に

は、連邦議会下院の議席として３０議席が割
り振られることとなった。これは、１０年前
に獲得していた２７議席に比べ、３議席の増
加である。これに応じて、テキサスでは、
区分の改正が行われることとなった。
　この改正は１９９１年に行われた。この時点
では、テキサス州議会は民主党が支配して
いたが、その優位は徐々に失われつつあっ
た４。
　このような状況での改正に際して、州議
会は、最高裁が認定するところでは、「多
数派の地位獲得に向けての共和党の抵抗に
直面し、区分規定を、民主党の候補者に有
利になるように設計した」 ５。
　２０００年にこの区分規定の下で連邦下院議
員選挙が行われ、共和党は州全体の投票の
うち、過半数である５９％の票を獲得した
が、議席は１３議席しか獲得できなかった。
これに対し、民主党が獲得した議席数は１７
議席だった。
　その後、同年に人口調査が行われ、テキ
サスに配分される議席数が２議席増加し、
再び区分を改正する必要が生じたが、改正
案は州議会を通過しなかった。このため、
訴訟が提起され、連邦地裁が区分規定を制
定することとなった６。ここで制定された

１０１

３ 以下、「本件」と称する。本件に関しては、東川浩二「League of United Latin American Citizens 
v. Perry, １２６ S. Ct. ２５９４（２００６）――共和党主導のゲリマンダリングは、たとえ区割り改定の必要が
ない時期であっても憲法上許される。他方、投票権法の解釈について、同じラテン系であっても、分
散して居住し、政治的、社会的利益が異なる場合は同じ有権者集団とは言えず、同法２条違反と認定
される」［２００７-１］アメリカ法（１２３）を参照。

４ この区分改正を行った時点では、民主党は州議会の両議院において多数を占め、それぞれの議会の
議長の席を獲得していた。また、連邦下院の議席のうち、１９議席を獲得していた。その一方、得票率
では、１９９０年の選挙の時点で、共和党が４７％、民主党は５１％であり、その差はわずかであったといえ
る。尚、本節及び次節に述べる事実は、特に断りのない限り、法廷意見の認定するところによるもの
である。
５ League of United Latin American Citizens v. Perry, ５４８ U.S. ３９９（２００６） , at ４１０．
　　この１９９１年の区分規定に関しては、「１９９０年代のもっともずる賢いゲリマンダー」（Michael Barone, 
Richard E. Cohen and Charles E. Cook Jr., Almanac of American Politics ２００２, at １４４８）「民主党の選
挙区を『信じられないほど入りくんだライン』で構成し、また『共和党重視の』郊外地区をわずか
２、３の区画に押しこめている」（Michael Barone and Richard E. Cohen, Almanac of American Poli-
tics ２００４, at １５１０）等の批判がある。
６ Balderas v. Texas, ２００１ U.S. Dist. LEXIS ２５７４０（２００１）．



区分規定は、プラン１１５１Cと呼ばれてい
る。
　このプラン１１５１Cは、後に地裁自身が
「１９９１年の民主党によるゲリマンダーを
『合法の』ものとして残すものであった」 ７

と述べているように、民主党に有利な区分
規定といわれている。２００２年にこの区分規
定の下で連邦下院議員選挙が行われ、テキ
サス州全体での得票率では５９％対４０％で共
和党が勝利したが、州に割り当てられた３２
の議席のうち過半数の１７議席は民主党が獲
得した。
　その後の２００３年、共和党が州議会の両院
を支配し、区分規定の改定を行い、新たな
区分規定であるプラン１３７４Cを成立させ
た。このプラン１３７４Cが、本件で訴えの対
象となった区分規定である８。
　ところで、先述のように、各州は、１０年
以内の間隔で行われる人口調査（実際には
１０年ごとに行われている）に応じて区分規
定を改正しなければならないが、プラン
１３７４Cの制定はそのような義務の履行とし
て行われたものではなく、この１０年の期間
の中間の時点で行われたものである。この
ようなタイミングで行われる区分改正は、
中間期における区分改正（mid-decade re-

districting）と呼ばれている。
　上訴人らは、プラン１３７４Cが制定された
後、これが無効であるとして訴訟を提起し
たが、連邦地裁テキサス東地区はこれを退
けた９。上訴人らはこれを不服として最高
裁に上訴したが、その直後に、最高裁は別
の事件であるVieth v. Juvelirer, ５４１ U.S. 
２６７（２００４） １０において、政治的ゲリマン
ダーに対する訴えは司法審査になじまな
い、との判断を示した１１。
　最高裁は、このViethの観点に従って再
審理するよう、事件を地裁に差し戻した。
差戻審において、地裁は再び上訴人らの請
求を棄却１２。これを受けて、本件の上訴が
なされた。

Ⅱ-２　争点及び判決の概要
　本件における争点は以下の通りである。
　第１に、プラン１３７４Cそれ自体の無効
性。上訴人は、この無効性を主張するため
の根拠として、プラン１３７４Cが憲法に違反
する政治的ゲリマンダーであることと、一
人一票（one-person, one-vote）の要求に違
反するものであることを主張した。
　第２に、プラン１３７４Cの下で行われた選
挙区画の変更のうち、第２３選挙区及び第２５

１０２

筑波法政第５１号（２０１１）

７ Henderson v. Perry, ３９９ F. Supp. ２d, ７５６（２００５） , ７６８.
８ ２００４年の連邦下院選挙はこのプラン１３７４Cの下で行われており、そこでは、得票率、獲得議席数の
双方において、共和党が勝利している（テキサスでの得票率は５８％対４１％、獲得議席数は２１議席対１１
議席）。
９ Session v. Perry, ２９８ F. Supp. ２d ４５１（２００４）．
１０ この事件に関しては、中村良隆「政治的ゲリマンダーの司法審査適合性―― Vieth v. Jubeliler, １２４ 
S. Ct. １７６９（２００４） ――」比較法学３９巻１号２７８頁（２００５年）及び東川浩二「Vieth v. Jubelirer, ５４１ 
U.S. ２６７（２００４） ――政治的ゲリマンダリングの合憲性を争う訴訟において憲法判断のための基準を発
見できるか」［２００５-１］アメリカ法（１２２）を参照。

１１ 政治的ゲリマンダーに対する平等保護条項違反を理由とする訴えについては、そのような訴えが司
法審査の対象となるか否かについて、従来から議論されていた。最高裁は、かつて、Davis v. Bande-
mer, ４７８ U.S. １０９（１９８６）において、そのような訴えが司法審査になじむものであることを認めた
が、政治的ゲリマンダーの違憲性を審査するための基準については、裁判官の間で合意が形成される
に至らなかった。そして、その後、下級審において何度か政治的ゲリマンダーが審理されたが、有効
な基準の確立には至らなかった。このような経緯から、最高裁はVieth v. Juvelirer, ５４１ U.S. ２６７
（２００４）おいて、政治的ゲリマンダーに対する訴えは司法審査になじまない、と判示した。
１２ ３９９ F. Supp. ２d, at ７６８.
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選挙区に関する変更についての違法性及び
違憲性１３。ここでは、投票権法（Voting 
Rights Act）§２違反の有無と平等保護条項
違反の有無が問題となった。
　第３に、Dallas areaについての違法性。
この地区については、投票権法§２違反の
有無のみが問題となった。
　判決は、次節に引用するように「歓迎さ
れない責務」について言及した後、第１点
と第３点について上訴人の主張を退け、第
２点について投票権法§２違反を認めた
（違憲審査には立ち入らなかった）。Ken-
nedy判事が法廷意見（一部についてのみ
相対多数意見となる）を執筆し、５名の判
事がそれぞれ一部反対意見を執筆、残る３
名は、一部反対意見に同意した１４。

　法廷意見の内容は、概ね次の通りであ
る。
　まず、第１点であるプラン１３７４Cそれ自
体の無効性について。この第１点のうち、
政治的ゲリマンダーを理由とする部分に関
しては、政治的ゲリマンダーの違憲性を審
査するための基準として、単一目的基準
（sole-intent standard） １５と対称性基準（sym-
metry standard） １６が上訴人から主張されて
いた。これに対し、法廷意見は、そのいず
れも採用できないとし、また、上訴人自身
が権利侵害を受けていることの主張がされ
ていない旨を述べ、主張を退けた。一人一
票の要求に関する部分については、論旨に
理由がないとして上訴人の主張を退けた１７。
　次に、第２点である、第２３選挙区及び第

１０３

１３ 第２３選挙区では、かつてはラテンアメリカ系住民が投票年齢人口の５７．５％を占めていたが、プラ
ン１３７４Cによる変更により、その割合は４６％に減少した。この第２３選挙区は、かつてから共和党議員
であるHenry Bonillaが当選していたが、彼にとってラテンアメリカ系住民が多数であることは脅威で
あった（２００２年の選挙では、ラテンアメリカ系住民からの票のうちBonillaに投じられた割合は８％で
あった）。
　　一方の第２５選挙区は、隣接する第２３選挙区の変更に伴って、変更を余儀なくされた選挙区である。
プラン１３７４Cの下では、第２５選挙区　は、北端がAustin（テキサス中央）にあり、南端はMcAllen（メ
キシコとの国境付近、Austinから３００マイル離れている）にあった。投票年齢人口の７７％が北端の地域
か南端の地域に住んでいた。また、ラテンアメリカ系住民が多数派を占める選挙区であった（投票年
齢人口の５５％がラテンアメリカ系住民）が、そのコミュニティは南北に分断されており、政治的な関
心等について違いがあった。

１４ 一部反対意見を執筆したのは、Stevens判事（Breyer判事が一部に同意）、Souter判事（Ginsburg判
事が同意）、Breyer判事、Roberts主席判事（Alito判事が同意）、Scalia判事（Thomas判事が同意。ま
た、Roberts主席判事が一部に同意）の５名。
　　本文に述べた争点のうち、第１点については７対２にて原審維持、第２点については５対４にて原
審破棄差戻し、第３点については５対４にて原審維持となった。尚、第２点について原審破棄差戻し
の立場に立った５名のうち１名（Stevens判事）は理由が異なる。このため、Kennedy判事の意見は第
２点についてのみ相対多数意見となり、他の点について法廷意見となる。本文中の記載では、第２点
に関する部分を除き、法廷意見に統一した。
　　尚、第１点に反対したのはStevens判事とBreyer判事（Stevens判事に同意）、第２点に反対したのは
Roberts主席判事、Alito判事（Roberts主席判事に同意）、Scalia判事及びThomas判事（Scalia判事に同
意）、第３点に反対したのはStevens判事、Breyer判事、Souter判事及びGinsburg判事（Souter判事に同
意）である。

１５ この単一目的基準とは、立法者が区画改定を行った動機が「専ら」党利を得ることにあるのであれ
ば、そのような改定は平等保護条項及び修正第１条に違反する政治的ゲリマンダーである、という基
準である。法廷意見がこの主張を退けた理由については、後述する。

１６ この基準は、当該区分規定において各党が所与の割合の票を得たと仮定し、その場合における獲得
議席数を予測、この予測された獲得議席数について各党の間に差があればその差をもって区分規定の
偏りの程度とする、というものである。法廷意見は、上訴人の議論が浮動票の存在を無視しているこ
と、想定上の数値によって区分規定を無効とすることはできないこと等を理由に、この基準の採用を
拒否した。



２５選挙区に関する投票権法§２違反及び平等
保護条項違反の有無について。判決（この
点に関してのみ、相対多数意見となる）は、
いわゆるGingles基準（Gingles standard） １８に
基づいて審査し、この基準が満たされてい
ることを認めた上で、投票権法§２（b）に規
定されている状況の全体（the totality of cir-
cumstances） １９の審査を行い、同法違反を認
定した。
　最後に、第３の点である、Dallas Area
に関する投票権法§２違反の有無につい
て。この点に関する訴えは、この地区で２
番目に有権者人口の多いアフリカ系アメリ
カ人の投票権を根拠とするものであったと
ころ、法廷意見は、当該地区におけるアフ
リカ系アメリカ人のグループは投票権法§
２の問題を生じるほど大きなものではない
として、上訴人の主張を退けた。

Ⅱ-３　法廷意見及びStevens一部反対意
見の見解

　以上の通り本件には多くの論点が含まれ
ているが、これらのうち本稿のテーマと関
連するものは、「歓迎されない責務」に言

及している部分と、プラン１３７４Cそれ自体
の違憲性に関する部分の一部（単一目的基
準に関する部分）である。前者に関しては
法廷意見が議論をしており、後者に関して
は法廷意見とStevens一部反対意見が議論
をしている。そこで、以下では、これらの
見解を引用した上で、整理、検討を行う。

Ⅱ-３-１　法廷意見の見解
　先に述べたように、法廷意見では、ま
ず、「歓迎されない責務」に関する基本原
理が述べられ、その上で、政治的ゲリマン
ダーに関する違憲審査基準が検討されてい
る。それらの議論の内容は、以下の通りで
ある。

Ⅱ-３-１-１　「歓迎されない責務」に関す
る見解

　法廷意見は、以下に引用する通りに、
「歓迎されない責務」に関する見解を述べ
た。

　「中間期における区分改正に関する上訴
人の議論を検討する前に、議員選挙の選挙

１０４

筑波法政第５１号（２０１１）

１７ 上訴人は、プラン１３７４Cが中間期における区分改正規定であること、党利を目的としたものである
こと、２０００年の人口調査の結果をもとに作られたものであることを根拠とした。その内容は、次の通
りである。
　　人口は常に変動するものであるから、本件の事案に限らず、区分規定は実際の人口を厳密には反映
してはいない。そのため、この点の正当化根拠として、立法者が制定した区分規定は１０年間にわたっ
て合憲的に区分するものであるという法的擬制（legal fiction）が必要になる。そして、この法的擬制
は、通常の場合やプラン１１５１Cのように裁判所が区分規定を制定した場合には妥当するが、プラン
１３７４Cのように本来必要のない区分改正が党利を得る目的で行われた場合には妥当しない。
　　法廷意見は、この論点は議会が裁判所制定の区分規定を覆すことができるか否かの問題に帰着する
としたうえで、「前述した理由（単一目的基準に関する議論のことと思われる：引用者注）によって」、
この点に関する主張を退けた。

１８ Thornburg v. Gingles, ４７８ U.S. ３０（１９８６）において示された基準であり、（１）問題となっている
人種グループが「ある小選挙区において多数派を形成する上で十分であるほどに大きく、地理的なま
とまりを有している」こと、（２）当該人種グループが「政治的に同調している」こと、（３）当該多
数派が、「多くの場合、少数派が支持する候補者を落選させるように、ひとまとまりとなって投票す
ること」の３点を、投票権法§２違反を検討するための前提条件とするものである。この３点が充足
されれば、次の要件である状況の全体の判断が行われる。

１９ 投票権法§２によれば、ある人種グループのメンバーが他のグループのメンバーに比べ、政治プロ
セスに参加する機会をより少ない程度にしか有しないなど、政治への参加が平等に開かれていないこ
とが状況の全体によって示される場合、同法違反が成立する。
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区の区分において州、議会及び裁判所が果
たす役割に関する基本原理を確認しておく
ことが適切である。憲法第１条は次のよう
に規定する。
第２節　下院は、各州の人民が２年ごと

に選挙するメンバーにより構成さ
れる…

第４節　…下院議員選挙が行われる時、
場所及びその方法は、各州におい
て、当該州の立法者によりあらか
じめ定められるものとする。但し、
連邦議会は、いつでも、法により、
これに関する規定を制定し、また、
変更することができる…

　この文言について、我々は、『州に、当
該州における連邦議員選挙の選挙区を区分
する第一義的な責務を委ねたもの』と説明
してきた２０。議会は、憲法の文言にも規定
されているように、要件を追加することが
でき、また、区分決定に関しては、一般
に、小選挙区制が採られてきた２１。１０年ご
との人口調査に応じて制定された従前の区
分規定を変更するための中間期における区
分改正に関しては、憲法も議会も、明確な
制限を課していない。
　議会議員選挙の選挙区に関する区分規定
の変更について立法府が第一義的な役割を
担う一方で、我が先例は、区分規定が憲法
に違反する場合において、裁判所が担う重

要な役割を認めている２２。２０００年の人口調
査の下で、テキサス州が一人一票の要求に
従った区分規定を制定しなかったために、
地裁は、独自に区分規定を制定する必要が
あると判断した。しかしながら、連邦裁判
所に立法的な行為である区分規定の改正の
判決を下すことが要求されることがあると
いう事実は、責務の第一の帰属を変えるも
のではない。
　『立法機関はその区分改正の責務を連邦
裁判所に委ねるべきではない；しかし、そ
の立法上の責務が果たされない場合、ある
いは州の選挙が差し迫っているためにその
履行が現実的ではない場合、後の立法行為
までの間の区分規定を制定しこれを課すこ
とが、連邦裁判所の『歓迎されない責務 
（’ unwelcome obligations’）』となる』 ２３。
　立法者の持つ専門的見地なしに行動する
ことの危うさを別にしても、また公正で合
理的な区分規定を制定する上で裁判所が直
面する困難を別にしても２４、連邦の司法府
に委ねられたこの責務は歓迎されるもので
はない。なぜならば、連邦議会議員の選挙
のための区分決定を行うことは、共和的な
自己統治への市民の参加を可能にするため
に州が行いうる、もっとも重要なことのひ
とつだからである。民主過程の優位性に関
する言説である、連邦議会が選挙を巡る権
限を憲法によって与えられた連邦の機関で

１０５

２０ Growe v. Emison, ５０７ U.S. ２５, ３４, １１３ S. Ct. １０７５, １２２ L. Ed. ２D ３８８（１９９３） ; see also Chapman 
v. Meier, ４２０ U.S. １, ２７, ９５ S. Ct. ７５１, ４２ L. Ed. ２d ７６６（１９７５）　（「区分決定（改正）は、州が、そ
の立法者ないしその他の機関を通じて行う、第一義的な義務ないし責務である」）；Smiley v. Holm, 
２８５ U.S. ３５５, ３６６-３６７, ５２ S. Ct ３９７, ７６ L. Ed. ７９５（１９３２）（区分改正は第１条第４節の下、州の権
限に属する）．

２１ See U.S. Const., Art. I, §４; Pub. L. ９０-１９６, ８１ Stat. ５８１, ２ U.S.C. § ２c; Branch v. Smith, ５３８ 
U.S. ２５４, ２６６-２６７, １２３ S. Ct. １４２９, １５５ L. Ed. ２d ４０７（２００３）.  But see id., at ２７５, １２３ S. Ct. 
１４２９, １５５ L. Ed. ２d ４０７（plurality opinion）（５５ Stat. ７６２, ２ U.S.C. § ２a（c） により、一定の状況
の下で許容される、複数人が当選する選挙区） .

２２ See, e.g., Wesberry v. Sanders, ３７６ U.S. １, ８４ S. Ct. ５２６, １１ L. Ed. ２d ４８１（１９６４） . 我々が今まで
論じてきているように、この事件は例のひとつである。

２３ Wise v. Lipscomb, ４３７ U.S. ５３５, ５４０, ９８ S. Ct. ２４９３, ５７ L. Ed. ２d ４１１（１９７８）（principal opinion）
（quoting Connor v. Finch, ４３１ U.S. ４０７, ４１５, ９７ S. Ct. １８２８, ５２ L. Ed. ２d ４６５（１９７７）） .
２４ See id., at ４１４-４１５, ９７ S. Ct. １８２８, ５２ L. Ed. ２d ４６５.



あるという言説についても、留意が必要で
ある。憲法が区分決定の責務を第一に州の
立法者及び連邦議会に与えているのである
から、立法者によって合法的に制定された
区分規定は、裁判所が制定したそれよりも
優先されるべきである。
　同様に、立法者が裁判所による区分規定
を自ら制定した区分規定によって覆そうと
する場合、その行為に関する立法判断につ
いて、それが不当であるとの疑いを入れる
余地はない。地裁が記しているように２５、
我々の判例においては、次のことを前提と
している。即ち、州の立法者は、独自に区
分決定を行うことで、裁判所が制定した救
済措置としての区分規定を任意に覆すこと
ができるものであることを２６。この原理
は、裁判所による区分規定を立法者による
代替案に優先させることが正当かつ適切な
政治プロセスに逆行することになるという
前提によって、根拠づけられる。立法者が
制定した区分規定に対する司法からの尊重
は、しかしながら、立法者が区分決定にお
いて不適切な尺度に依存することまでをも
正当化するものではない。このような考察
をもって、我々は、新たな区分規定に対す
る上訴人の訴えについて検討する」 ２７。

Ⅱ-３-１-２　単一目的基準に関する見解
　法廷意見は「歓迎されない責務」の基本
原理について以上のように述べた上で、上
訴人が主張した単一目的基準の検討に入っ
た。
　この単一目的基準とは、先述したよう
に、区分規定を制定した立法者の動機が専

ら党利を追求することにあった場合、当該
区分規定は憲法に違反する政治的ゲリマン
ダーとなる、という基準である。
　単一目的基準の採否に関する法廷意見の
議論について整理する前に、なぜプラン
１３７４Cが単一目的基準のもとで違憲となる
のかについての上訴人の議論について整理
しておきたい。上訴人は、プラン１３７４C制
定が中間期における区分改正であったこと
を、立法者の動機を判断する根拠として用
いた。そこでは、中間期における区分改正
は１０年ごとの人口調査の後に行われる区分
改正と異なり、立法者にそれを行う義務が
課されていない中で行われるものであると
ころ、そのように義務がない中で区分改正
を行う動機には党利の考慮が考えられる、
としている。
　これに対し、法廷意見は様々な理由を挙
げ、単一目的基準それ自体の採用を拒否し
た。その理由を整理すると、以下の通りで
ある。

　第１に、党利を追及するという動機のみ
では、プラン１３７４Cにおけるすべての選挙
区の境界線を導くことはできない。
　第２に、プラン１３７４Cにおいては、民主
党の議員からの意見も尊重されている。
　第３に、さまざまな動機が混在する行為
については、たとえ行為者が個別に行動す
る個人であったとしても、その合法性を評
価することは困難なことであり、また、そ
のような行為についてひとつの観点からの
み判断をすることは危険なことである。そ
のような評価や判断は、行為を行った者が

１０６

筑波法政第５１号（２０１１）

２５ Session, ２９８ F. Supp. ２d, at ４６０-４６１.
２６ See, e.g., Upham v. Seamon, ４５６ U.S. ３７, ４４, １０２ S. Ct. １５１８, ７１ L. Ed. ２d ７２５（１９８２）（per cu-
riam）; Wise, supra, at ５４０, ９８ S. Ct. ２４９３, ５７ L. Ed. ２d ４１１（principal opinion）（quoting Connor, su-
pra, at ４１５, ９７ S. Ct. １８２８, ５２ L. Ed. ２d ４６５）; Burns v. Richardson, ３８４ U.S. ７３, ８５, ８６ S. Ct. 
１２８６, １６ L. Ed. ２d ３７６（１９６６）; Reynolds v. Sims, ３７７ U.S. ５３３, ５８７, ８４ S. Ct. １３６２, １２ L. Ed. ２d 
５０６（１９６４） .

２７ ５４８ U.S., at ４１３-４１６.
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立法者であり、その行為が、さまざまな判
断が組み合わされて行われたものである場
合には、より疑わしいものとなる。
　第４に、上訴人の主張は、プラン１３７４C
の制定におけるさまざまな動機の中から、
プラン１１５１Cを変更するという単一の動機
のみを切り離すものであり、これによって
先述の困難を回避しようとするものであ
る。しかし、当裁判所としては、制定法に
ついて、その内容を問題とせず、立法者の
動機のみを根拠としてその無効性を主張す
る訴えに対しては、より慎重にならなけれ
ばならない。
　第５に、上訴人の主張する単一目的基準
は、上訴人自身の選挙権に対して侵害が
あったことの証明を拒んでいるが、この証
明は、党利に基づくゲリマンダーに対する
訴えを行う上で、不可欠のものである。
Viethにおいても、同様の理由から、これ
と同様の審査基準の採用を拒否した。
　第６に、上訴人の主張する単一目的基準
は、プラン１３７４Cが中間期における区分改
正規定であることと関連付けられること
で、より説得力を弱める。憲法も、当裁判
所の先例も、立法者が裁判所の命じた区分
規定を中間期における区分改正によって変
更することに関して、なんらの不信も抱い
てはいない。また、仮にそれがあったとし
ても、中間期における区分改正であるとい
う事実のみでは、不法な政治的ゲリマン
ダーの根拠とはならない。
　第７に、上訴人の見解の下では、中間期
における区分改正規定に比べ、１０年毎の人
口調査の結果に基づいて制定される区分規
定はより緩やかな審査に服することにな
り、テキサスにおける１９９１年の区分規定は
この基準を通過することになる。このよう

に、類似した２つの区分規定について異な
る結論を導く基準には、上訴人が述べるほ
どの信憑性はない。
　第８に、上訴人の主張する基準は、プラ
ン１３７４Cを無効とする一方、Viethにおい
て問題となった区分規定や、テキサスにお
ける従前の２つの区分規定を有効とする。
しかし、プラン１３７４Cの下で行われた選挙
の結果は、後３者のそれに比べ、各政党の
獲得議席数の割合と州全体における得票率
の差がより小さい。この点で、プラン
１３７４Cは、上訴人の主張する基準を通過す
る他の３つの区分規定に比べても、より公
正な区分規定であると評価することができ
る２８。

　以上の理由から、法廷意見は、単一目的
基準の採用を拒否した。そして、上訴人が
主張したもうひとつの基準である対称性基
準についても採用を拒否した上で、中間期
における区分改正であることを根拠とする
上訴人の主張に対して、次のように述べ
た。

　「仮に中間期における区分改正が禁止さ
れ、あるいは、司法による厳格な監督の下
に置かれるのであれば、野党議員は、政治
上の対立者と討議するよりも、立法者によ
る区分規定の成立を妨げ、運を裁判に委ね
ることにインセンティブを得ることになる
だろう２９」 ３０。

Ⅱ-３-２　Stevens一部反対意見の見解
　一方、Stevens一部反対意見では、先述
したように、プラン１３７４Cは全体として憲
法違反である旨が述べられている。その内
容は以下の通りである。
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２８ ５４８ U.S., at ４１７-４１９.
２９ See Henderson, ３９９ F. Supp. ２d, at ７７６-７７７.
３０ ５４８ U.S., at ４２０.



Ⅱ-３-２-１　問題の構造に関する見解
　まず、Stevens一部反対意見は、プラン
１３７４C全体の違憲性に関する問題の性質に
ついて、次のように述べる。

　「本件の上訴において提示された独特な
法的問題は、裁判所がこれまで直面してこ
なかったものである。この独特な問題と
は、テキサスが、合法の区分規定を『１０年
期の中間において、党の優位を最大化する
という単一の目的によって』 ３１変更すること
が憲法に違反するかどうかという問題であ
る。この問題は、Viethにおいて提示された
問題、即ち、『司法的に発見可能かつ利用
可能な基準の欠如』 ３２によって、法廷意見
が、政治的ゲリマンダーに対する全州訴訟
の実体判断をすることを妨げられたという
問題とは異なっており、また、より単純で
ある」 ３３。

　次に、Stevens一部反対意見は、従来の
ゲリマンダー訴訟においては選挙区画の内
容が問題とされてきたのであって、既存の
選挙区画を変更する旨の最初の意思決定が
問題とされてきたわけではないこと、本件
の被上訴人である州は、区画そのものに関
する抗弁として、プラン１３７４Cによって区
画される選挙区の多くは、その境界線が、
群（county）の境界線その他の中立な尺度
に従う形で描かれている旨を述べているこ
と等を論じた上で、次のように述べる。

　「Viethと異なり、本件の全州訴訟において
提示されている独特な問題は、区分改正を
行うことが法的に義務付けられていない状
況下で、州が選挙区画の変更を行うという
最初の判断を行うことが許されるかどうか
である。最初の判断の背景にある動機を分
析することが容易に可能な司法の職務であ
ることは、否定できない３４。加えて、憲法が
中間期の区分改正（midcycle redistricting）
それ自体の禁止を規定していないとしても、
人口調査の周期の中間の時点、即ち、立法
者にそれを行う法的義務が課されていない
時点における立法者が行った区分改正の意
思決定は、そのような義務がある時点にお
けるものと比べ、裁判所による立法者の動
機の分析を容易にする。Breyer判事が指摘し
ているように、『中間期における区分改正
は、それがどのような理由によるもので
あっても、次のような論理的な疑い、即ち、
党利を追求する意図が区分決定において大
きな役割を果たしているであろうという疑
いをもたらす』 ３５」 ３６。

　そして、ここに述べられている、立法者
が義務づけられていない区分改正を行った
場合にはその動機の分析は容易になるとい
う議論について、Stevens一部反対意見は、
本件の記録により、より説得力が増すと述
べる。その根拠としては、地裁が全員一致
で、プラン１３７４C制定の動機は専ら党利の
追及にあったことを認定している点、この

１０８

筑波法政第５１号（２０１１）

３１ Juris. Statement in No. ０５-２７６, p i.
３２ ５４１ U.S., at ２７７-２７８, １２４ S. Ct. １７６９, １５８ L. Ed. ２d ５４６.
３３ ５４８ U.S., at ４５６.
３４ See Gomillion v. Lightfoot, ３６４ U.S. ３３９, ３４１, ８１ S. Ct. １２５, ５ L. Ed. ２d １１０（１９６０）（原告の弁
論に対する次のような指摘。即ち、もし原告の弁論が真実であるのであれば、それは、状況証拠に
よって、「数学的証明と同程度に」、区分改正によって制定された規定が、「専ら」人種による線引き
によって有権者を差別するために制定されたものであることを立証するものである）; cf. Personnel 
Administrator of Mass. v. Feeney, ４４２ U.S. ２５６, ２７６-２８０, ９９ S. Ct. ２２８２, ６０ L. Ed. ２d ８７０（１９７９）（あ
る法の目的が女性に対する差別となっているか否かについての判断） .

３５ Vieth, ５４１ U.S., at ３６７, １２４ S. Ct. １７６９, １５８ L. Ed. ２d ５４６（dissenting opinion） .
３６ ５４８ U.S., at ４５７-４５８.
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地裁の認定は、様々な事実３７から裏付けら
れる点、州上院自身がプラン１３７４C制定の
背後に党利の追求という動機があったこと
を認めている点等が挙げられている３８。

Ⅱ-３-２-２　Upham v. Seamonと本件と
の違いに関する見解

　立法者の動機について以上のように述べ
た上で、Stevens一部反対意見は、立法者
が専ら党利の追及を目的として区分決定を
行うことが憲法違反となるか否かについて
論じた。その議論は、大別すると、法廷意
見が依拠した判例のひとつであるUpham 
v. Seamon, ４５６ U.S. ３７（１９８２）と本件と
の違いの指摘と、修正第１４条及び修正第１
条の解釈とに分けられる。
　このUphamとは、１９８０年の人口調査に
基づく区分改正に関する事例である。テキ
サス州は、区分規定の原案（SB１と呼ばれ
る）を作成し、投票権法§５によって要求
される事前承認（preclearance）を得るた
めに司法長官に送付したところ、そのうち
２つの選挙区について反対があった。この
ため、連邦地裁が区分規定を制定すること
となったが、このとき、地裁は、その２つ
の選挙区以外の地区（Dallas County）につ
いても区分規定を制定した。これに対し、
最高裁は、司法長官の反対を受けていない
部分についてまで地裁が区分決定を行うこ
とは許されないと述べた。
　このUphamと本件との違いに関してSte-
vens一部反対意見が述べるところを、以下
に引用する。

　「州は、この問題（区分決定において党利
の追及のみを目的とすることが憲法に違反す
るか否かという問題：引用者注）の実体に関
し、我々が、既に、Upham v. Seamonにおい
て、裁判所による区分規定を純粋に党利目的
で描かれた区分規定によって変更する立法者
の権限を確認している、との前提を抱いてい
るようである。そして、Kennedy判事もま
た、『我々の判例においては、次のことを前
提としている。即ち、州の立法者は、独自に
区分決定を行うことで、裁判所が制定した救
済措置としての区分規定を任意に覆すことが
できるものであることを』 ３９と主張する上で
Uphamに依拠する中で、州と同様の前提を
根本に有している。一方、Kennedy判事は、
『立法者が制定した区分規定に対する司法
からの尊重は、しかしながら、立法者が区
分決定において不適切な尺度に依存するこ
とまでをも正当化するものではない』 ４０こと
を認めている。しかし、Kennedy判事はそ
こで、誤った結論を導いている。即ち、党
の優位を最大化するという単一の目的それ
自体がそのような不適切な尺度ではない、
という誤った結論を４１。
　　このUphamへの依拠は、Uphamにおい
て地裁によって描かれた区分規定と
Balderasにおいて描かれたそれとの間にあ
る決定的な違いを見落としている。Upham
における司法による区分規定は、司法長官
による次のような反対、即ち、テキサス州
の立法者によって作られた区分規定の原案
における２つの隣接した選挙区が投票権法
§５に違反している、という反対に対する

１０９

３７ ここでは、（１） 州議会議員の証言、（２）プラン１３７４C制定の際の手続の不自然さ、（３）プラン
１３７４Cにおける各選挙区画の境界線が、群の境界線等から乖離していること、（４）従前の区分規定か
らの変更が大きいこと、（５）プラン１３７４Cが投票権法に違反していること等の事実が挙げられてい
る。

３８ ５４８ U.S., at ４５８-４５９.
３９ ５４８ U.S., at ４１６, １６５ L. Ed. ２d, at ６３０.
４０ Ibid.
４１ ５４８ U.S., at ４１７-４１８, １６５ L. Ed. ２d, at ６３１.



暫定措置として制定されたものである。そ
こで、我々は、次のように結論した。即
ち、暫定的救済という形式において、地裁
は、誤って、『区分改正における自身の理
念を、州立法者のそれに置き換えた』 ４２と。
我々は、また、次のように判断した。州の
立法者が、『区分改正を行うべき適切な機
会を得た後に、時宜を得た形式で連邦憲法
（または制定法）の要求に従った区分改正
を行うこと』が出来なかったために司法に
よる救済が必要となった場合には、連邦裁
判所は、新たな区分規定を制定する上で、
可能な限り『当該州の政策理念に従う』べ
きであると４３。我々は、連邦裁判所は政党
の関心に配慮すべしとは述べてはおらず、
むしろ、正当な州の政策理念とは、『制定
法または憲法の規定あるいは州の立法者に
よって提示された区分改正規定の中に述べ
られているもので、どのような場合であ
れ、州の政策に従うことが連邦憲法への違
反を構成しないもの』 ４４であると分析した。
Uphamにおける地裁に新規定制定の裁量の
逸脱があったことから、我々は、立法者が
自ら選択した区分規定によって§５違反
（投票権法§５違反を意味する：引用者注）
を修正する裁量があることを明確にしたの
である４５。Uphamは、それゆえに、次のこ
とを示すにとどまるものである。即ち、州
の立法者は、地裁が救済を行う権限を逸脱
した場合に、裁判所が制定した区分規定を
作り直す権限を有する、ということを。そ
して、Uphamは、次のことまで述べるもの
ではない。即ち、州が、当裁判所に承認を

求める形で裁判所による有効かつ中立の区
分規定を受け入れた後に、少数政党の優位
を減少させるという単一の目的で区分改正
を行うことができるということまでは」 ４６。

Ⅱ-３-２-３　立法者の動機と違憲性に関す
る見解

　以上のように述べた後、Stevens一部反
対意見は、区分決定において立法者が専ら
党利の追及を動機とすることが憲法違反と
なることについて、修正第１４条と修正第１
条を根拠として、次のように述べた。

　「連邦憲法の要求のうち、選挙区を決定す
る上で政党の嗜好に極端に依拠することに
ついて州の権限を制限するものは、修正第
１４条に規定されている不当な差別の禁止と、
修正第１条に規定されている政治参加を理
由とした公からの報復に対する市民の保護
である。修正第１４条の平等保護の規定は、
主権者によって行われる行為が正当な理由
のある利益によって支持されるものである
ことを要求している。そして、政治的に望
ましくない集団を害するという許されざる
望みはそのような正当な理由のある利益で
はない、ということが確認されている４７。ま
た、修正第１条によって保障される政治的
信念及び政治的結社の自由は、州に、やむ
にやまれぬ利益のない限り、『市民を、選
挙過程への参加、政党への参加あるいは政
治的見解の表明を理由として処罰するこ
と』 ４８を禁じている。修正第１条及び修正第
１４条に規定されたこれらの保護は、公平に

１１０

筑波法政第５１号（２０１１）

４２ ４５６ U.S., at ４０, １０２ S. Ct. １５１８, ７１ L. Ed. ２d ７２５.
４３ Id., at ４１, １０２ S. Ct. １５１８, ７１ L. Ed. ２d ７２５（quoting White v. Weiser, ４１２ U.S. ７８３, ７９４-７９５, ９３ 
S. Ct. ２３４８, ３７ L. Ed. ２d ３３５（１９７３）） .

４４ Upham, ４５６ U.S., at ４１, １０２ S. Ct. １５１８, ７１ L. Ed. ２d ７２５（quoting White, ４１２ U.S., at ７９４-７９５, 
９３ S. Ct. ２３４８, ３７ L. Ed. ２d ３３５）.

４５ See ４５６ U.S., at ４４, １０２ S. Ct. １５１８, ７１ L. Ed. ２d ７２５.
４６ ５４８ U.S., at ４５９-４６１.
４７ See, e.g., Cleburne v. Cleburne Living Center, Inc., ４７３ U.S. ４３２, ４４７, １０５ S. Ct. ３２４９, ８７ L. Ed. 
２d ３１３（１９８５）.
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統治すべしという統治者の義務を反映した
ものである４９」 ５０。

　Stevens一部反対意見はこのように述べ
た上で、本件における区分決定は憲法に違
反すると結論づけた。

Ⅱ-４　検討
　法廷意見及びStevens一部反対意見のう
ち本稿のテーマに関連する部分は以上の通
りであるが、これらについての検討に入る
前に、本件の問題及びこれに対するそれぞ
れの見解について整理しておきたい。
　まず、本件の事案を「歓迎されない責
務」に関する部分についてのみ整理する
と、もともと裁判所が「歓迎されない責
務」の中で区分規定（プラン１１５１C）を決
定していたところ、州の立法者が中間期に
おける区分改正規定（プラン１３７４C）に
よってこれを変更した事案である、と整理
できる。
　このプラン１３７４Cについて、上訴人は、
政治的ゲリマンダーに対する訴えによって
その無効性を主張することを試みた。しか
し、政治的ゲリマンダーに対する訴えに関
しては、先例（Vieth）において、有効な
審査基準が確立されていないために司法審
査になじまないとの判断が示されていた。
このため、上訴人が請求を認められるため
には、審査基準を提唱した上で、当該基準
が満たされていることを示す必要があっ
た。
　そこで上訴人が提唱した基準のひとつが
単一目的基準である。そして、この基準が
満たされていることの根拠として挙げられ
たものが、プラン１３７４Cが中間期における

区分改正規定であるという点である。
　これに対し、法廷意見は、「歓迎されな
い責務」に関する基本原理を述べた上で、
単一意図基準は採用できないとして、請求
を退けた。
　一方、Stevens一部反対意見は、基準の
採否という観点では議論をしていない。
Stevens一部反対意見は、本件の問題につ
いて、裁判所が制定した区分規定を、州の
立法者が、党利のみを目的として、中間期
における区分改正によって変更することが
許されるかどうかの問題である、と構成し
た上で議論を行っている。
　このように、法廷意見とStevens一部反
対意見とでは、本件の問題の構成の仕方が
異なっているため、同じ論点について正反
対の主張をするものとなっておらず、比較
のためには整理を要する。以下では、この
点も含め、本件における両者の議論につい
て検討する。

Ⅱ-４-１　「歓迎されない責務」に関する
議論の整理

　「歓迎されない責務」に基づく連邦地裁
による区分決定は、連邦裁判所の判例にお
いて従来から行われてきたことである。そ
して、本件の法廷意見において述べられた
「歓迎されない責務」の基本原理に関する
議論は、それらの判例を踏襲したものであ
る。最高裁は、本件の議論にも見られる通
り、裁判所による区分決定はあくまで「歓
迎されない」ものであり、憲法に適合する
区分決定が州の立法者によって行われない
場合に限って行われる、補充的なものであ
ることを前提としてきた。
　この「歓迎されない責務」に関する基本

１１１

４８ Vieth, ５４１ U.S., at ３１４, １２４ S. Ct. １７６９, １５８ L. Ed. ２d ５４６（Kennedy, J., concurring in judgment）
（citing Elrod v. Burns, ４２７ U.S. ３４７, ９６ S. Ct. ２６７３, ４９ L. Ed. ２d ５４７（１９７６）（plurality opinion）） .
４９ E.g., Lehr v. Robertson, ４６３ U.S. ２４８, ２６５, １０３ S. Ct. ２９８５, ７７ L. Ed. ２d ６１４（１９８３） ; New York 
City Transit Authority v. Beazer, ４４０ U.S. ５６８, ９９ S. Ct. １３５５, ５９ L. Ed. ２d ５８７（１９７９） .

５０ ５４８ U.S., at ４６１-４６２.



原理として法廷意見が述べたところを整理
すると、次の５点に整理することができ
る。
　第１に、各州における区分規定を制定す
る責務は、第一義的には当該州の立法者に
ある。第２に、憲法も連邦議会も、州の立
法者による区分決定の権限について、中間
期における区分改正を行ってはならないと
いう制限を課してはいない。第３に、州の
立法者がその責務を果たさない場合には、
その責務は連邦地裁が担う。第４に、その
ような連邦裁判所の責務はあくまで「歓迎
されない」ものであり、州の立法者が合法
的に制定した区分規定が存在するならば、
それは裁判所が制定したものに優先する。
第５に、州の立法者は、適切な区分規定を
自ら新たに制定することによって、裁判所
による区分規定を覆すことができる。
　そして、この議論から、次の３点を分析
することができる。
　第１点は、区分決定の権限が憲法上では
州の立法者に与えられているが、これは、
他の期間による区分決定を禁止する趣旨を
含むのか、即ち、裁判所は原告の救済のた
めに必要がある場合であっても、州の立法
者の権限であるからという理由によって、
自ら区分決定を行うことは出来ないのか、
という点である。最高裁は、このような場
合に裁判所が区分決定を行うことを否定し
ておらず、必要な場合には裁判所による区
分決定も許される、という立場に立ってい
る。
　第２点は、そのように州の立法者以外の
機関による区分決定が許されているのであ
れば、そのことを、憲法によって州の立法
者に区分決定の権限が与えられていること
とどのように整合させるか、という点であ
る。仮に、州の立法者以外の機関が州の立
法者と全く同じように区分決定を行うこと
ができるというのであれば、憲法が州の立

法者に権限を与えていることの意義は失わ
れることになる。このため、裁判所による
区分決定は、州の立法者による区分決定に
比べ、より制限されたものでなければなら
ない。この点に関して、最高裁は、裁判所
による区分決定が可能となるのは州の立法
者がその責務を果たさない場合に限られ、
かつ、州の立法者による正当な区分規定が
存在する場合にはそちらが優先されるとの
立場に立つ。法廷意見は、裁判所による区
分規定を補充的なものと位置づけることに
よって、憲法によって認められた州の立法
者の権限との整合を図っている、と見るこ
とができる。
　第３点は、裁判所による区分決定が行わ
れた場合に、州の立法者は、自ら新たに区
分決定を行うことで裁判所の決定を覆すこ
とができるのか、それとも、補充的なもの
であるとはいえ、ひとたび裁判所により区
分規定が決定されれば、州の立法者はもは
やこれを変更することができず、後に人口
調査が行われて選挙区画を変更する必要が
生じるときまで裁判所による区分規定が効
力を持ち続けるのか、という点である。法
廷意見は、州の立法者に、裁判所による区
分規定を覆す権限があることを明確に認め
ている。
　「歓迎されない責務」に関する法廷意見
の見解は、以上のように整理することがで
きる。
　次に、Stevens一部反対意見のうち、上
述の議論と関連する部分について検討す
る。
　Stevens一部反対意見は、裁判所が正当
な権限の範囲内で制定した区分規定につい
て、州の立法者が専ら党利を目的として変
更することは憲法違反である旨を述べ、法
廷意見に対し反論を行っている。
　そして、そこでは、州の立法者に裁判所
による区分規定を変更する権限があるのか
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否かについては明言されていない。このた
め、Stevens一部反対意見がこの点につい
てどのような見解に立っているかについ
て、次のような２通りの解釈が考えられ
る。
　まず、Stevens一部反対意見が、プラン
１１５１Cが裁判所の権限の範囲内で制定され
たものであることを強調していることか
ら、州の立法者には裁判所が制定した区分
規定を変更する権限はなく、Uphamでこ
れが認められたのは区分規定を制定した裁
判所に権限の逸脱があったことによる例外
的なものにすぎない、との見解（以下、こ
の見解をAとする）に立っているという解
釈が考えられる。他方、州の立法者は裁判
所による区分規定を変更する権限を有し、
たとえ裁判所の権限の範囲内で制定された
区分規定であっても正当な目的のためにこ
れを変更することは可能であるが、党利の
みを目的として区分規定の改正を行うこと
それ自体が憲法違反であるから、権限の有
無にかかわらず、そのような目的によって
裁判所による区部規定を変更することは許
されない、との見解（以下、この見解をB
とする）に立っているという解釈も考えら
れる。
　Stevens一部反対意見がAの見解に立っ
ているのであれば、裁判所による区分規定
を変更する州の立法者の権限という点に関
して、法廷意見の見解と対立することにな
る。他方、Bの見解に立っているのであれ
ば、この点に関して法廷意見と対立してい
ることにはならない。そこで、Stevens一
部反対意見がいずれの見解に立っているの
かについて検討する。
　まず、Aの立場について。この見解であ
れば、本件の事案の下では、立法者の動機
について議論するまでもなく、プラン
１３７４Cは違憲と判断されるはずである。こ
れに対し、Stevens一部反対意見は、区分

改正において立法者が党利のみを目的とす
ることは憲法違反である旨の議論を行って
おり、また、本件における立法者の動機に
ついての判断も行っている。このことか
ら、Stevens一部反対意見がAの見解に
立っている可能性は低いといえる。また、
Stevens一部反対意見は、Uphamと本件の
違いについて言及する中で、Uphamは立
法者に党利のみを目的として区分規定を変
更することを認めたものではない旨を述べ
ており、このことから、裁判所が区分規定
を制定する際に権限を逸脱していたか否か
よりも、立法者の動機が専ら党利を追求す
ることであるか否かに重点を置いているこ
とが伺える。
　尚、Aの見解に立っていないとすれば、
Stevens一部反対意見が何故本件とUpham
との違いに言及したのか、という点につい
て説明が必要になるが、これについては、
Uphamは本件において参考にならない旨
を述べたものである、と説明することがで
きる。
　そして、これと同様の理由から、Ste-
vens一部反対意見はBの見解に立っている
ものと考えることができる。このことか
ら、Stevens一部反対意見も、州の立法者
に裁判所による区分規定を変更する権限が
あることを前提としており、その点では法
廷意見と対立していないといえる。
　ところで、Bの見解であるとしても、想
定事例として、裁判所が権限を逸脱して制
定した区分規定について、立法者が党利の
みを目的として変更した場合はどうか、と
いうことは別途問題になりえる。いわば、
裁判所と州議会の双方に権限の逸脱がある
という状況である。
　この点についても、当然のことながら、
Steven一部反対意見は言及していない。し
かし、Stevens一部反対意見は、立法者が
区分改正において党利のみを目的とするこ
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とは憲法違反である旨を述べる中で、当該
区分改正がどのような状況で行われるもの
であるかについては、とくに限定をしてい
ない。即ち、１０年ごとの人口調査に応じて
区分改正が行われる場合であれ、裁判所に
よる区分規定を変更する場合であれ、その
ような目的によって行われる区分改正は違
憲無効と評価されることになる。そして、
Uphamにおいては、裁判所が権限を逸脱
して制定した区分規定も、一応は有効なも
のとして成立している。これら２点から、
上述の想定事例の場合にも、立法者による
区分改正は違憲になると考えることができ
る。

Ⅱ-４-２　中間期における区分改定に関し
て

　次に、裁判所による区分規定を変更する
州の立法者の権限と、中間期における区分
改正の性質との関係について整理する。
　１０年ごとの人口調査に応じて行われる区
分改正は、州の立法者が負う憲法上の義務
として行われるものであるから、これに
よって裁判所による区分規定が変更された
としても、これは州の立法者の権限として
行われたものとはいい難い。つまり、州の
立法者にそのような権限があるという以上
は、区分改正を行う義務がない時点におい
て、任意にこれを行うことが許されていな
ければならない。
　そして、中間期における区分改正は、こ
のような任意的な区分改正であるといえ
る。上訴人も、プラン１３７４Cが単一目的基
準を満たすことを論じる中で、中間期にお
ける区分改正が州の立法者の任意によって
行われるものであることを述べている。
　ここで、仮に、中間期における区分改正
が何らかの理由で禁止されるとすると、州
の立法者としては、裁判所による区分規定
がひとたび制定されれば、次の人口調査の

時点まで、これを覆すことができないとい
うことになる。そうであるとすれば、裁判
所による区分規定を変更する権限が州の立
法者に認められたところで意味はない、と
いうことになる。
　このように見ると、州の立法者に裁判所
が制定した区分規定を変更する権限を認め
るか否かという問題と、中間期における区
分改正を禁止するか否かという問題は、密
接に関係のあるものであるといえる。
　そこで、以下では、中間期における区分
改正に関する見解について検討する。
　本件においては中間期における区分改正
について様々に議論されているが、その議
論は、中間期における区分改正であること
を立法者の動機（区分改正を行った動機が
専ら党利の追及にあること）を判断する根
拠として用いられるか否かという観点と、
これが禁止されるべきか否かという観点か
ら整理することができる。以下では、この
ことを念頭に、上訴人の議論、法廷意見、
Stevens一部反対意見について検討する。
　上訴人の議論においては、中間期におけ
る区分改正であることを根拠として、立法
者の動機が専ら党利の追及にある旨が主張
されている。そして、このことは、プラン
１３７４Cが単一目的基準を満たすことの根拠
として用いられた。
　法廷意見が指摘しているように、上訴人
の述べた単一目的基準は、中間期における
区分改正を根拠とする立法者の動機の判断
と連結することにより、中間期における区
分改正であれば憲法違反となる、という結
論を導くことになる。そして、その通りで
あるとすれば、「歓迎されない責務」の下
で裁判所が区分規定を制定した場合には、
州の立法者はそれを自らの権限で変更する
ことはできない、ということになる。
　これに対し、法廷意見は、プラン１３７４C
が党利のみを目的として制定されたものと
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は認められないことを述べるとともに、単
一目的基準の採用を拒否している。そし
て、さらに、中間期における区分改正が禁
止されるのであれば野党議員には運を裁判
に委ねるインセンティブが与えられる旨を
述べて、中間期における区分改正は禁止さ
れるべきではないことを強調している。
　ここで、法廷意見が述べた、野党議員が
得る、運を裁判に委ねるインセンティブと
は、次のようなものであると考えられる。
　区分改正が必要となった場合に改正案が
議会を通過しなければ、最終的には、裁判
所の判断の下で区分改正が行われることに
なる。ここで制定される区分規定が野党に
とって有利なものであるか不利なものであ
るかは事前に予測できないことであるが、
少なくとも与党が立てた改正案がそのまま
議会を通過するよりは、有利な結果となる
可能性が高いといえる。このため、野党と
しては、議会による区分改正が不成立とな
るように尽力することで、裁判所が区分規
定を制定するように仕向け、その結果が自
身にとってより有利になることを運に委ね
る、という策略もありえることになる。そ
して、中間期における区分改正が禁止され
るのであれば、裁判所による区分規定が次
の人口調査まで効力を持ち続けることにな
のであるから、このような「運任せ」が功
を奏した場合に野党が受ける恩恵は大きく
なる。このため、裁判に訴えるインセン
ティブが高まるといえる。
　いずれにせよ、法廷意見は、中間期にお
ける区分改正であることを根拠に立法者の
動機を判断することに関して否定的であ
り、また、中間期における区分改正を禁止
することに関しても否定的である。このこ
とは、法廷意見が、州の立法者に、裁判所
による区分規定を覆す権限を認めているこ
とと整合する。
　一方、Stevens一部反対意見では、中間

期における区分改正に関する議論は、立法
者の動機を認定する部分で論じられてい
る。そこでの議論の構造は上訴人のそれに
近く、中間期における区分改正であれば立
法者の動機が専ら党利を追求することにあ
ることが疑われる、とした上で、プラン
１３７４C制定の動機を認定し、専ら党利を目
的とする区分決定は憲法違反であるという
違憲論と組み合わせて、プラン１３７４Cを憲
法違反と評価するものである。
　もっとも、そこでは、上訴人の議論とは
異なり、中間期の区分改正であれば立法者
の動機は専ら党利の追及にある、とまで述
べられているわけではない。Stevensの議
論は、あくまで、そのような動機の存在が
疑われる、と述べるにとどまるものであ
る。プラン１３７４C制定の動機についても、
中間期における区分改正であるという根拠
のみによって判断してはおらず、他の証拠
を含めた上で判断している。
　このため、Stevens一部反対意見の議論
においては、中間期における区分改正が違
憲と評価される可能性が高いといえるもの
の、この議論は、上訴人の議論と異なり、
中間期における区分改正が禁止されるとい
う結論を必然的に導くものではない。この
議論においては、中間期における区分改正
であった場合、立法者の動機が専ら党利の
追及にあることが疑われるものの、この疑
いを補強する証拠がない、あるいは、この
疑いを覆す反証がある場合には、合憲と判
断される余地が残されている。
　このように見ると、Stevens一部反対意
見は、中間期における区分改正に対して否
定的であるが、これを一切許さないとする
ものではない、ということができる。
　ところで、中間期における区分改正に関
しては、本件のほかに、州裁判所が判断を
下した事例も存在する。２００３年、コロラド
州最高裁は、州地裁が制定した区分規定を
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州議会が中間期において改正した事案にお
いて、そのような中間期における区分改正
は州の憲法に違反する旨を述べた５１。そこ
では、コロラド州憲法第５条第４４節に置か
れている、「連邦議会によって、連邦下院
議員の議席についての州に対する割り当て
が行われたときは、州議会は、これに応じ
て、州を、下院議員選出のための選挙区に
区分すべきものとする」との文言につい
て、州に対する議席の割り当てが行われた
ときはいつでも州内の選挙区の区分が行わ
れるべきであるが、そうでない限り州議会
は区分を行うことができない旨を規定した
ものである、との解釈がなされている５２。
中間期における区分改正であるという事実
を立法者の動機を判断する根拠に用いて違
憲論を展開するのではなく、中間期におけ
る区分改正それ自体が憲法違反であると論
じている点に、この判決の特徴がある。
　尚、この判決にはKourlis判事による反
対意見が付されており、そこでは、中間期
における区分改正について多数意見が述べ
るような制限を、州憲法は課してはいない
旨が述べられている。
　この判決の当否は別にしても、中間期に
おける区分改正を行うことが州議会の義務
ではなく権限である以上、州自身が州憲法
によってその権限を制限することも許され
なければならない。このため、州憲法に中
間期における区分改正が禁止する規定が置
かれているのであれば、その趣旨は尊重さ
れるべきだろう５３。

Ⅱ-４-３　立法者の動機と違憲審査との関
係に関して

　最後に、立法者が党利のみを目的として
区分決定を行った場合、これが憲法に違反
するのか否かという点に関して、２点ほど
整理しておきたい。
　第１点は、立法者の動機をどの時点にお
いて判断するかについてである。Stevens
一部反対意見は、既存の区分規定を変更す
るという最初の決定における動機が重要で
ある旨を述べている。そこで、この点につ
いて整理する。
　区分改正を立法者の任意によって行う場
合、その中で行われる立法者の意思決定
は、細かく見れば２つに分けることができ
る。既存の区分規定を変更するか否かにつ
いての決定と、新たな区分規定の内容に関
する決定である。
　Stevens一部反対意見の見解では、これ
らのうち前者の決定について、その動機が
専ら党利を得ることにあるのか否かが問題
となる。換言すれば、前者の決定が専ら党
利を目的として行われたのであれば、後者
の決定において他の目的が考慮されたか否
かは問題にならない、ということになる。
　この点に関して、法廷意見は、プラン
１３７４Cの内容決定には民主党議員からの意
見も尊重されており、また、共和党の党利
のみ追求するという目的のみではプラン
１３７４Cにおける全ての選挙区を区画するこ
とはできない旨を述べている。
　そして、法廷意見が指摘したこれらの点
は、プラン１３７４Cの内容決定に関するもの
であって、従前のプラン１１５１Cを変更する
という意思決定に関するものではない。こ
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のため、Stevens一部反対意見が指摘する
ように、既存の区分規定を変更するという
最初の決定にのみ焦点を当てるのであれ
ば、これらの点は考慮する必要がないもの
となる。
　次に、立法者の動機を理由に区分規定を
無効とできるか否かという点に関して、法
廷意見の議論を整理する。
　法廷意見においては、この論点は、上訴
人の提唱した単一目的基準の採用を拒否す
る文脈の中で論じられている。
　そこで、法廷意見が単一目的基準を否定
した理由について改めて整理すると、次の
４点にまとめることができる。第１点は、
プラン１３７４Cの内容を決定する過程におい
て共和党の党利以外の目的も考慮されてい
る点、第２点は、様々な動機が複合する立
法行為について、単一の動機を想定して妥
当性を審査するのは危険であるという点、
第３点は、単一目的基準においては出訴者
の権利に対する侵害は立証不要とされてい
るが、そのような議論は認められないとす
る点、第４点は、単一目的基準は、中間期
における区分改正に関する主張と結びつく
ことで、基準としての信頼性を失うという
点である。
　これらのうち、第１点は、事実認定に関
する問題であって基準に関するものではな
い。第２点は、基準の危険性を述べるもの
であるが、この危険性は、立法者の意図が
明らかに判別できる場合には問題にならな
い。第３点及び第４点は、立法者が党利の
みを考慮して区分改正を行うことの是非に
ついて述べたものではない。
　このように整理すると、法廷意見の議論
は、党利のみを目的とする区分決定が許さ
れるのか否かという問題について、明確に
は回答していないことが分かる。無論、第
２点から、立法者の動機の判断を違憲審査
基準に用いることについて消極的であるこ

とは伺えるが、この法廷意見の立場におい
ても、立法者の動機が専ら党利の追及にあ
ることが明白な場合には、その動機を理由
として区分規定を無効とする余地が残され
ているといえる。

Ⅱ-４-４　私見
　以上を踏まえた上で、簡潔にではある
が、私見の展開を試みる。
　まず、「歓迎されない責務」に関する基
本原理について。これについては、法廷意
見の見解に全面的に賛同する。
　選挙が定期的に行われるものであり、そ
のために適切な区分規定が必要となる以
上、区分規定に違憲状態がある場合には、
速やかにこれを解消することが必要であ
る。そして、立法機関自身による違憲状態
の解消が望めない場合には、裁判所が代わ
りにこれを行うことも必要になるといえ
る。しかし、区分決定は本来であれば立法
機関が行うものである以上、裁判所による
区分規定の制定は、立法機関がこれを行わ
ない場合に限定されるべきである。
　次に、中間期における区分改正につい
て。ここでは、中間期における区分改正で
あることは立法者の動機が専ら党利の追及
にあると判断するための根拠になりえるか
否かという点と、中間期における区分改正
は禁止されるべきか否かという点から考察
したい。
　前者に関しては、それのみで立法者の動
機が専ら党利の追及にあったといえるほど
の根拠にはなりえないと思われる。
　確かに、立法者が任意のタイミングで区
分改正を行えるというのであれば、党利の
追及のためにそれが行われる可能性がある
ことは否定できない。しかし、そのこと
は、区分改正に限らず、あらゆる立法行為
について当てはまることである。
　立法行為は、通常、立法者にそれを行う
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義務がない中、裁量によって行われる。こ
のため、仮に、義務付けられていない行為
は全て党利の追及のために行われるもので
あり、それゆえに憲法違反である、という
論理が成り立つのであれば、あらゆる法律
が憲法違反と評価されることになる。
　また、ある法律について、法の目的や立
法者の意図を問題にすることは一般に憲法
訴訟において行われることであるが、そこ
では、通常、その法の制定が義務付けられ
ていたものであるか否かは、考慮要素には
ならない。
　そして、区分改正を行った立法者の意図
の判断を、他の立法行為と異なる方法で行
う理由は見出せない。確かに、区分改正
は、それが憲法上義務付けられているとい
う点で、他の立法行為と違っているが、そ
の違いのみではそのような理由にはならな
いと思われる。
　一方、後者に関しては、中間期における
区分改正を全面的に禁止することは妥当と
は思われない。
　先述したように、中間期における区分規
定が党利の追及のために行われる可能性の
あるものであるが、その点は他の立法行為
についても同様である。また、その可能性
を考慮するにしても、立法者に裁判所によ
る区分規定を変更する権限を認める以上、
中間期における区分改正を一切禁止するこ
とは妥当ではない。少なくとも、裁判所に
よる区部規定を変更する限りにおいては、
これを認めるべきである。このため、本件
の事案においては、中間期における区分改
正は禁止されるべきではない。
　最後に、立法者の動機と区分規定の違憲
性の関係について。
　確かに、立法者が党利のみを目的として
区分改正を行うことは望ましいことではな
い。
　しかし、法廷意見も指摘しているよう

に、立法者の動機を判断することは困難で
ある。その判断に裁判官の主観が立ち入る
可能性も高い。このため、立法者の動機の
みで憲法適合性を判断するとなると、裁判
官の主観によって区分規定の有効性が左右
されることになりかねない。このことか
ら、私見としては、区分規定の違憲性及び
無効性の判断は、立法者の動機のみによっ
て行うべきではなく、当該区分規定の内容
等も考慮して行うべきであると考える。
　以上のことから、私見としては、プラン
１３７４Cの憲法適合性に関する法廷意見の見
解に概ね賛同する。

Ⅲ　おわりに

　周知のように、日本においてはしばしば
議員定数不均衡訴訟が提起されている。そ
して、そこで下されている判決の中には、
既に行われた選挙を無効にして再選挙を行
うことは困難であるとの理由から、「一票
の重み」の格差が違憲状態にあることを認
めながらも、選挙そのものは有効とするも
のもある。
　このような判決には批判が多く、私見と
しても、全面的に賛同することはできな
い。選挙区の区分が憲法に違反している以
上、その区分の下で行われた選挙は無効と
されるべきだろう。しかし、一度行われた
選挙を無効にしてやり直すという解決法
も、社会全体にかかる負担の大きさを考え
れば、望ましいものであるとはいい難い。
日本における議員定数不均衡訴訟には、こ
のようなジレンマが存在する。
　そして、このようなジレンマが生じる原
因のひとつとして、議員定数不均衡訴訟
が、選挙無効訴訟の形で、既に選挙が行わ
れた後に提訴されるという点が考えられ
る。選挙が行われる前の段階で区分規定の
違憲性を争うことができるのであれば、再
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選挙による社会全体への負担という問題は
生じない。
　一方、アメリカにおいては、選挙が行わ
れる前に区分規定の違憲性が争われる。こ
のため、上述のような再選挙の負担の問題
は生じない。しかし、選挙の期日が迫って
いることとの関係から、場合によっては裁
判所が区分規定を制定しなければならなく
なるという、別の問題が生じることにな
る。これが、本稿で見た、「歓迎されない
責務」である。
　日本の議員定数不均衡訴訟が抱える問題
について、私見としては、アメリカのよう
に、選挙前に訴訟を行うことがひとつの解
決策であると考える。その場合には、日本
の裁判所も何らかの形で「歓迎されない責
務」を担うことになるだろう。
　既に述べたように、この「歓迎されない
責務」に関する判例は多く、検討するべき
論点は多岐にわたる。本稿ではその中の一
点のみに焦点を当てたが、本格的な研究を
行う上では、他の論点に関する分析も必要
になるだろう。今後の課題としたい。
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